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体版）」によると、わが国の総人口は、令和元（2019）年 10月 1日現在、1億 2,617 万人であり、
65才以上の人口は 3,589 万人、総人口に占める割合（高齢化率）も 28.4％に達している。その内、
65歳以上の人口を男女別にみると、男性は 1,560 万人、女性は 2,029 万人で、性比（女性人口 100
人に対する男性人口）は、76.9 であり、男性対女性の比は 3対 4となっていると報告されている1。
そして、内閣府「平成 29年版高齢社会白書（概要版）」によると、65歳以上の認知症高齢者数
と有病率の将来推計に関して、平成 24（2012）年は認知症高齢者数が 462万人と、65歳以上の高





本件預貯金者であるＡ女は、平成 23（2011）年 3月 11日、自宅からＢ病院に救急搬送され、同
年 4月 4日まで同病院に入院し、退院と同時に老人保健施設「Ｃ」に入所した。また、同年 5月
31日から 6月 27日まで同病院に入院し、平成 25年 5月 4日に死亡した。
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（原告・控訴人）は、亡Ａ名義のＹ4銀行（被告・被控訴人）に対する 1,940 万円の預託金（預金）
の返還の債権を各 2分の 1の割合で相続により取得したと主張して、Ｙ4銀行に対し、消費寄託契
約による預託金の返還請求権に基づき、それぞれ、上記預託金の 2分の 1に相当する 970万円お
よび当該遅延損害金の支払を求めた（本件請求①とする）。
そしてＸらは、亡Ａ名義のゆうちょ銀行（被告・被控訴人）に対する 912万 4,624 円の預託金
（貯金）の返還債権を各 2分の 1の割合で相続により取得したとして、ゆうちょ銀行に対し、消費







































効な弁済とはならないとして、貯金として残存する 45万円の 2分の 1に相当する 22万 5,000 円及








昭和 37年 8月 21日民集 16巻 9号 1089 頁）4。
弁済者が善意・無過失であることに関しては、平成 16年改正前民法 478条は、善意のみを要求












弁済に該当し、有効な弁済と認められるとしている（最判昭和 41年 10月 4日民集 20巻 8号 1565
頁）7。
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ところで、旧民法 478条における債権の準占有者の意義が不明確であるという理由から、改正
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